
・森林・林業政策のビジョン、森林の整備・保全の実現のた
めのルール・ガイドラインを分かり易く提示
（皆伐や更新の考え方） （平成23年7月26日閣議決定）

全国森林計画

森林・林業基本計画

・森林施業の基本的な方法を明示
（皆伐や更新に関する基準・指針を設定）

・記載内容の簡素化 （平成23年12月31日までに策定・変更済）

地域森林計画

・新たなゾーニングの導入
・皆伐や更新基準及びその適用範囲を明示
・路網計画・図面計画化
・森林経営計画の認定基準

（平成24年3月31日までに策定・変更予定）

市町村森林整備計画

市町村森林整備計画のマスタープラン化

早急に間伐を実施するための制度の拡充

無秩序な伐採、造林未済地の防止強化

森林経営計画の創設

・災害の発生や環境保全上の支障等のおそ
れがあると認められるとき、無届伐採を行っ
た者に対する伐採の中止や造林について
の命令を新設 （平成24年4月1日施行）

一般の森林所有者に対する措置

計画作成者を対象とする直接支払の導入施業に必要な土地使用権設定手続の改善

・路網等の設置のために、所有者等が不明な
場合でも、他人の土地について使用権を設
定できるよう、手続を見直し

（平成23年7月1日施行済）

一般の森林所有者に対する措置

・要間伐森林である旨の通知を新設
・所有者が必要な間伐等を行わない場合の
施業代行を行いやすくする仕組みを構築
（所有者が不確知な場合への対応も含め措
置） （平成24年4月1日施行）

要間伐森林所有者等に対する措置

・集約化に向けた努力やコスト縮減意欲を
引き出しつつ必要な経費を直接支払う森
林管理・環境保全直接支払制度を創設

（平成23年4月導入済）

認定森林所有者等に対する措置

・森林所有者又は森林経営の受託者が、面的まとまりをもっ
て、作業路網に関する事項も含めた計画を作成するととも
に施業の実施基準を見直し （平成24年4月1日から作成）

森林経営計画

森林所有者情報の共有の推進

森林の土地の所有者の届出義務の新設

・新たに林地を取得した場合には、市町村
長に届出（ただし、国土利用計画法に基
づく届出（1ha以上の売買）を行った場合に
は、届出不要） （平成24年4月1日施行）

一般の森林所有者に対する措置

・都道府県、市町村において、①土地売買
等の届出、不動産登記簿等の情報の内部
利用、②登記所等の他行政機関の保有す
る情報の提供の依頼が可能

（平成23年4月22日施行済）

行政機関における措置

新たな森林計画制度の体系

森林計画制度の見直し

参考資料1



○ 都道府県・市町村による地域主導の森林計画の作成

地域森林計画

平成23年12月末までに計画の変更・樹立を完了

○ 地域の特性を踏まえた森林の区域（ゾーニング）の設定や伐採等の施業方法の考え方を提示

○ 天然更新を含め更新に関する考え方を明確化

○ 同意協議の見直し（伐採、造林、保安林に限定）

平成24年3月末までに計画の変更・樹立を完了すべく準備中

○ 地域の森林の諸機能等を踏まえた森林の区域（ゾーニング）や伐採等の施業方法を設定

○ 天然更新を含め更新に関する基準を設定

○ 森林の区分や路網計画をわかりやすく図示（別紙）

○ 准フォレスター等のサポート

市町村森林整備計画

・ 地域森林計画については、同意協議事項を見直すとともに、平成23年12月末までに地域の

特性を踏まえた森林の区域、伐採や更新に関する考え方等を記載した計画の変更・樹立を
終えたところ。

・ 市町村森林整備計画については、平成24年3月末までに計画の変更・樹立を完了すべく手続が
行われているところ。

参考資料2



参考資料3○ 面的まとまりをもった森林経営計画制度の創設について

計画作成主体を、自ら森林の経営を行う森林所有者又は森林経営の委託を受けた者とするほか、新たに路網の整
備状況等を勘案して計画を認定する森林経営計画制度の創設に伴い、施業の実施基準についても見直しを行い、4月
からの制度導入に向けた準備を進めている。

 面的規律の強化 森林経営の受委託の促進

共同 経営の受委託 経営の集約
（信託等）

現行の森林施業計画

規模拡大の目標を掲げる場合（任
意）

森林経営計画

将来的には

これまでは、森林所有者による作成を基本
としつつ、森林所有者以外の作成者は、単な
る施業委託レベルのものも含まれ不十分な
水準。
また、受委託の割合は施業計画全体の４

割程度。

今次改正において、まとまりのある一体的な整備の外縁（林班単位）を明確化し、これ
を埋める形で計画を作成する仕組みに改正。これにより、合理的な路網整備や間伐の
集約化を推進。

森林所有者以外の森林経営計画の作成主
体を、森林経営の受託者に限定し、自ら森林
の経営を行う者が作成する計画に転換。

現行制度（森林施業計画）

施業を実施する育生林において計
画を作成 広葉樹

針葉樹

計画対象森林

間伐

森林の保護のための
活動を行う森林

森林の保護のため
の活動を行う森林

森林の保護のための
活動を行う森林

森林経営計画

森林所有者等が権原を有する森林のう
ち施業を行う森林について作成する計画

森林所有者又は森林経営の受託者が作成
する持続的な森林経営のための計画

責任の面で質の高い
森林経営の受託者に限定

• 引続き所有者
が単独で実現

• 引続き所有者
同士が共同で
実現

• 森林経営の受託
により森林組
合等が実現

まとまりのある
一体的な

整備の実現

広葉樹

針葉樹

計画対象森林

間伐

木材搬出の
予定エリア

（既設）（予定線）

森林作業道

今次
改正

現行



参考資料4○ 森林経営計画の基準等についての意見・要望への対処

意見・要望

所有者の同意が得られず、林班面積の２分の１以上の面積規模
要件を満たすことが非常に困難な場合もあるので、要件を緩和して
ほしい。

離島や孤立した団地など、森林環境保全直接支援事業（直接支払
ハード）の間伐に係る５ｈａ/申請以上の事業採択要件を満たし得な
い場合もあるので要件を緩和してほしい。

森林経営計画における施業の実施基準に関して、間伐面積の下
限の基準が画一的なので、現場の実態に合うようにしてほしい。

森林経営計画の認定申請の段階では、森林作業道の線形を正確
に確定できないケースが多いので、柔軟性をもたせてほしい。

受託により森林経営計画の作成を進めたいが、森林経営委託契
約による受託者への委任の程度が高すぎると、森林所有者と契約
を結ぶことができない。また、現在進めている提案型集約化施業とも
整合する、実態に即した森林経営委託契約書の雛形案を示してほし
い。

これから体制を作りつつ提案型集約化施業に取り組む林業事業体
（森林組合を含む）には、森林経営計画及びこれに基づく森林環境
保全直接支援事業の実施はハードルが高いので基準を下げて欲し
い。

具体的な対処

森林経営計画の認定請求者が、働きかけを行っても応じない所有
者の森林は、市町村の長が、「あっせん」してもなお応じない場合は、
面積規模要件から除外する運用を提示した（詳細：具体例①）。

事業採択要件である５ｈａ/申請は、森林経営計画の認定を受けて

いる場合には、間伐と更新伐を合わせて５ｈａ以上で補助対象とする。
また、孤立した林班などで森林経営計画の間伐面積が５ｈａに満た
ない場合は、原則としてその全てを間伐する場合には補助対象とす
る予定である。

実施基準の枠組みは国で定めつつ「間伐の間隔」を市町村森林整
備計画に委ねるとともに、間伐対象森林に含めるか否かの判断は、
森林の現況に応じて適切な対応できるように運用を示した（詳細：具
体例②）。

森林経営計画では、予め森林作業道の線形等について確定させ
る必要がない運用を示している。また、間伐施行地内に設置される
森林作業道の支障木伐採の伐採量は間伐の一環として取り扱う運
用を示した。

森林経営委託契約については、雛形案及びその解説（別添）を示
すとともに、将来的には信託等による質の高い森林の経営を目指す
が、当面は受託者と森林所有者の信頼関係の程度に応じて、引き
続き施業提案などを通じて森林所有者の意向を確認しながら行うこ
とが可能であるとの運用を示した。

法律上、森林施業計画に経過措置を設けた上で、集約化実施計
画を併せて作成すれば、当面の間は造林補助事業の対象とするこ
ととしている。また、間伐等の実施について森林整備加速化・林業再
生事業による支援対象ともしており、この間に、森林施業の集約化
を図る森林施業プランナー等の人材育成に対する支援措置を活用
するよう指導している。



参考資料5○ 森林経営計画の基準等についての意見・要望への対処の具体例

一体として整備することを相当とする森林の面積規模の基準から除外する場合の手順

森林所有者の確知・不確知の別

要間伐森林の通知を発出

所有者が不確知

所有者の森林の経営能力

共同の申出に対する所有者の応答

受託の申出に対する所有者の応答

市町村長によるあっせん等に対する所有者の応答

人工林と天然林の別

人工林の現況

森林の経営不能（破産など）

申出に応じる 基準に算入
（共同計画の作成）

所有者を確知

森林の経営が可能

申出に応じない

あっせんに応じない

人工林である

過密化していない

天然林である

必要に応じ複層林施業
森林にゾーニング

過密化している（Ry0.85以上）

暫定的に基準から除外
※面積規模の基準からの除外は、大臣告示に基づき、

市町村の長が森林経営計画の認定を通じて実施

申出に応じる

申出に応じない

あっせんに
応じる

基準に算入
（受託者が計画作成）

基準から除外

基準から除外

基準から除外

基準から除外

森林経営計画においては、合理的な路網整備や間伐の集約化を推進するため、まとまりのある一体的な整備の外縁（林班単
位）として 、林班面積の２分の１以上の面積規模の対象森林を集めなければ認定請求ができないこととしている。
この林班面積の２分の１以上の面積規模要件の適用に関して、
① 湿地であるなど立木の更新が著しく困難であると認められる【更新困難地】
② 立木の生育に供されなくなることが明らかであると認められる【開発予定地】

などを除外して計算してよいこととして運用を示していたが、都道府県のヒアリングの過程で「働きかけを行っても、これに応じない森林所
有者いるため画一的に林班面積の２分の１以上を確保することは困難である」との意見が多く寄せられたことから以下のような運用を示す
ことで、規律を守りつつ現場の実情にも柔軟に対処できるような工夫をしている。



参考資料6○ 森林経営計画の基準等についての意見・要望への対処の具体例②

森林経営計画の施業の実施基準のうち最も重要な間伐の基準については、人工林において単層林を維持し、繰り返し間伐を実施す
る森林については、林冠のうっ閉の程度を示す樹冠疎密度を指標として間伐面積の下限を定める仕組みとしている。

しかしながら、この基準についても、都道府県に対して運用案を示した段階で「過密化しにくい樹種で構成される森林、気象害等によ
り林冠が閉鎖していない森林などについての取扱いや、地域の林業にあった間伐の時期、方法などへの適合について配慮してほし
い」といった要望が寄せられ、下記のように実施基準の枠組みは国で定めつつ「間伐の間隔」を市町村森林整備計画に委ねるとともに、
間伐対象森林に含めるか否かの判断は、森林の現況に応じて適切な対応できるように運用を示している。

計画的伐採対象森林

人工林（人工植栽に係る森林）
（0.3ha未満の森林を除く）

計画的間伐対象森林
◎現に林冠が閉鎖している森林

（樹冠疎密度が１０分の８以上）

例えば、以下のような森林は対象外
①若齢な森林（５齢級未満）
②老齢な森林（本数調整が終了した森林）
③過密化しない森林
（樹種の特性から過密化しにくい森林）

④気象害や生育不良により、林冠が閉鎖
していない森林

◎所有者が不確知な森林など
（計画的な森林の施業及び保護を実施することが困難又は、不適当なもの）

うち、複層林施業を推進すべき森林

複層伐（誘導伐）を実施するまでの間は、
Ry0.85以下の管理を求める基準を適用。

A＝a1×5/T1＋a2 ×5/T2

A：間伐の実施面積の下限
a1：計画的間伐対象森林のうち標準伐期齢未満の森林の面積
a2：計画的間伐対象森林のうち標準伐期齢以上の森林の面積
T1：市町村森林整備計画に定める標準伐期齢未満の森林の間
伐の間隔
T2：市町村森林整備計画に定める標準伐期齢以上の森林の間
伐の間隔

注：標準伐期齢未満の森林であれば５年以内、
標準伐期齢以上の森林であれば１０年以内に間
伐が行われた場合は基準を適用しない。



参考資料7

課 題 対応方向

所有者の意欲が低位 所有が小規模であったり、働きかけに応じないなど、意
欲が低位な森林所有者に対しては、引き続き提案型集
約化施業による収益還元を通じて意欲を喚起。当面の
措置として、前述の市町村の長によるあっせんによる林
班２分の１要件の確認や、森林整備加速化・林業再生事
業の活用により必要な間伐を行いつつ、将来的には森
林経営計画への参入を図り、直接支払ハードにより必要
な路網整備や間伐等の集約化施業が実施できる体制を
構築。

森林情報の未整備 所有者不明、境界不明といった森林情報の未整備に
ついては、直接支払ソフトや森林整備加速化・林業再生
事業を活用して森林経営計画の作成者が境界明確化を
推進。また、市町村の長が、あっせん等を行うために必
要な森林情報を他所間の森林情報の活用や市町村森
林所有者情報整備事業も活用しつつ整備。

受託者の体制が不十分 技術や労務の問題から間伐等の実施や路網整備の施
工能力が不十分であったり、提案型集約化施業のノウ
ハウを有していないなど、森林経営計画に基づく集約化
施業の実施に不可欠な体制や条件整備が不十分な担
い手組織については、森林施業プランナー、素材生産技
能者の育成支援の事業を活用しつつ体制を強化すると
ともに施業集約化・経営計画の作成を促進。特に、役場
組合など活動が低位な担い手組織にあっては、事業体
との連携を図るなど、森林経営の受託者が不在となる区
域を早急に解消。

新制度への理解が不十分 新制度の内容は、森林経営計画制度以外にも補助、
融資、税制と多岐にわたり情報の質の面でも、量の面で
も理解の徹底が不可欠であるため、都道府県、市町村、
森林組合等の各段階において説明会の開催、平易なマ
ニュアル等の作成・配布を通じて普及啓発を推進。また、
准フォレスター研修等を通じて、より現場に近い段階の
理解の水準を向上。

○ 森林経営計画に基づく集約化施業の推進に向けた課題と対応

具体的な取組（H24～）

提案型集約化施業による収益還元
森林の経営の受託等よる森林経営計画の作成

間伐・路網整備等の実施
【森林整備加速化・林業再生事業：基金３年】

准フォレスター・フォレスターの育成【人材育成対策】

説明会の開催
平易なマニュアル等の作成・配布

森林施業プランナー、素材生産技能者の育成等の実施
【森林・林業人材育成対策事業】
【森林・林業人材育成加速化事業：基金３年】

間伐・路網整備等の実施【直払ハード】

境界明確化の推進
【直払ソフト：基金５カ年】
【森林整備加速化・林業再生事業：基金３年】

市町村の長によるあっせん等の実施
他所管の森林情報などの活用
【市町村森林所有者情報整備事業】

３
カ
年
間
で
森
林
施
業
計
画
か
ら
森
林
経
営
計
画
へ
の
移
行
を
完
了

施業集約化・経営計画作成の促進【直払ソフト：基金５年】

担い手組織の体質強化・事業体との連携
計画作成、事業実行段階のイコールフッティングを徹底



○ 無届伐採を行った者に対する伐採の中止や造林の命令を新設

４月から無届伐採者に対する措置命令が導入されることから、適正な伐採及び伐採後の造林を確保するための諸制
度の見直しを実施したところ。

行政代執行
による造林

現行

造林

改正後

届出内容を
履行しない

場合

命令に従わ
ない場合
〔罰則あり〕

届出が
ない場合
〔罰則あり〕

（伐採後の造林）
方法は問わない

伐採及び伐採後の造林の届出 森林施業計画

植栽計画を
履行しない

場合

造林
行政代執行
による造林

造林

届出内容を
履行しない

場合

命令に従わ
ない場合
〔罰則あり〕

届出が
ない場合
〔罰則あり〕

（伐採後の造林）
天然更新による場合、
５年後に更新が図られ
ていないときは植栽等
を計画

伐採及び伐採後の造林の届出 森林経営計画

造林
（更新完了）

造林

施業計画対象森
林の造林を担保
できない

（伐採後の造林）
植栽を計画した
場合

植栽計画を
履行しない
場合

造林

認定取消

〔主伐５年後〕
更新完了基
準による判断

造林

全部又は
一部を植栽

植栽→天然更新

計画変更
植栽→天然更新

植栽年度
の変更

植栽年度
の変更

計画の遵守命令 勧告に従わない
場合、造林を担
保できない

計画の遵守命令 措置命令
（新設）認定取消 更新未了

（伐採後の造林）
植栽を計画した
場合

（伐採後の造林）
天然更新を計画、又は
計画期間内の造林を
計画していない場合

（伐採後の造林）
天然更新を計画、又は
計画期間内の造林を
計画していない場合

施業の勧告 遵守義務違反 施業の勧告施業の勧告 遵守義務違反

計画変更

施業の勧告

伐採 伐採 伐採 伐採 伐採 伐採 伐採伐採

伐採・造林届 計画認定
（伐採・造林届不要の特例）

（伐採の計画）
水土保全林の区域における

皆伐による伐採面積は1箇所あたり20ha以内

伐採・造林届 計画認定
（伐採・造林届不要の特例）

（伐採の計画）
全ての計画対象森林において

皆伐による伐採面積は1箇所あたり20ha以内
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○ 皆伐や更新の考え方・基準の明確化

現行制度

無届伐採を行った者に対する伐採の中止や造林の命令の新設を受けて、天然更新の完了の判断に必要な事項を整
理し、天然更新を行う際の天然更新完了基準の見直しを実施したところ。

改正後

植栽

伐採

更新完了

天然更新

おおむね5年を
目安として更新

調査

天然更新完了基準
（ガイドライン）

更新未了

実施期限
の定めなし

※都道府県ごとに設定
例）30cm以上の稚樹が3,000本

など

天然更新補助作業又は植栽
を指導、勧告

伐採から5年を
経過する日ま
でに更新調査

植栽

伐採

更新完了

天然更新

天然更新完了基準
（基準とガイドラインに分離）

更新未了

伐採から7年
を経過する日

まで
天然更新補助作業又は植栽
を指導、勧告、命令

草丈に余裕高を加えた樹高以
上の稚樹が立木度3以上であ
るか

※勧告に従わない場合は、
更新完了が担保されない
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○ 意欲ある者が施業代行を行いやすくする仕組み

現行制度

４月から要間伐森林について、森林所有者への通知を行うこととするほか、所有者が不明の場合も含め意欲ある者が
施業代行を行いやすくする仕組みが導入されることにあわせて、要間伐森林制度の運用の見直しを実施したところ。

市町村森林整備計画の策定

調停案を作成し、受諾を勧告

裁定

改正後

立木（間伐木）の所有権の
移転及び土地の使用権の
設定に関する契約の締結

分収育林契約の締結

調停案を作成し、受諾を勧告

分収育林契約
の締結

協議が整わない場合

追加

立木の所有権の移転等に関する協議の勧告

調停案が受諾されない場合 調停案が受諾されない場合

立木の所有権の移転等に関する協議の勧告

適正な間伐・保育を早急に
実施する必要のある森林

要間伐森林
の指定

：

協議が整わない場合

都
道
府
県
知
事

市
町
村
長

都
道
府
県
知
事

所
有
者
不
明
の
場
合

※公告を経て、間伐木に係る所有権及び土地の使用権を設定

所有者不明の
場合、手続を
進められない

裁定（※右の契約の場合、申請主体として、広く民間主体を追加）

市
町
村
長

施業実施の勧告に従わない場合

間伐等が実施されなかった場合

適正な間伐・保育を早急に実施する必要のある森林に
ついて、要間伐森林である旨の通知

施業実施の勧告

施業実施の勧告に従わない場合

間伐等が実施されなかった場合

施業実施の勧告
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○ 所有者が不明な場合でも他人の土地について使用権を設定

現行制度

昨年７月の法施行を受けて、所有者が不明な場合でも他人の土地について使用権を設定する手続きが進められるこ
ととし、円滑な作業路網の整備を可能とする仕組みを導入したところ。

改正後

使用権設定に係る協議の認可申請

土地の所有者等からの意見聴取

都道府県知事による協議の認可

裁定による使用権設定

使用権設定に係る協議の認可申請

都道府県知事による協議の認可

裁定による使用権設定

土地の所有者等から公開による意見聴取

公開による意見聴取を行う旨を
土地の所有者等に通知

協議が整わ
ない場合

※所有者等が不明の場合には手続
が進められない。

※所有者等が不明の場合には意見聴取を
行う旨の通知の到達が擬制されることに
より手続が進められる。

協議が整わ
ない場合
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無届 虚偽届出

新たに森林の土地の所有者となった者

市町村長

都道府県知事

９０日以内に届出
（国土利用計画法に基づく
届出をしたときは不要）

１０万円以下の過料

保安林等に係る届出
は３０日以内に通知

普通林の情報も含めて
情報共有

○ 森林の土地の所有者の届出義務の新設

森林法に基づく施業の勧告、伐採及び伐採後の造林の届出に係る命令等を円滑に実施するため、４月から
新たに森林の土地の所有者となった場合に市町村長への事後届出を導入すべく周知を図っているところ。

制度の概要

本制度は相続により森林を取得した者も対
象としており、日常森林・林業に全く触れる
ことのない都市住民に対する周知も必要

既に実施済

３月中に実施

・林野庁ＨＰ、林野庁広報誌へ掲載
・主要な林業関係機関誌へ掲載
・都道府県・市町村広報紙へ掲載

・農林水産省広報誌へ掲載
・全国司法書士連合会、全国行政書士連合
会等の機関誌へ掲載

・都道府県・市町村へ周知用チラシを配布
・法務局へ周知用チラシを配布

制度の周知状況

参考資料12



市
町
村

国
の
機
関

都
道
府
県

地籍調査
固定資産課税台帳

不動産登記簿

森林簿
・森林所有者情報
を蓄積

登記所

地籍担当

林務担当

税務担当

・地番、地図、登記名義人の住所・氏名
・取得した土地の所有権を第三者に主張する
には登記が必要

・地籍情報に基づき登記簿・地図を更新
・個人情報保護法の対象外（誰でも閲覧可能）

調査結果
送付

・一筆ごとの土地所
有者、地番、地目の
調査、境界の位置と
面積を測量

登記をした場合、
１０日以内に
その内容を通知 ・一定面積以上の土地取引

について事後届出

・届出には、購入者、土地
面積、利用目的などが記載

情報の内部利用

森林所有者の情報
・新たに森林の土地の所
有者となった者の届出

情報の内部利用
土地売買届出情報

（経由）

土地担当

国土利用計画法
に基づき、市町村
を経由して都道府
県に届出

登記済通知書の情報

課税台帳のみに記載
されている情報

林務担当

運用の通知を林野
庁から３月中に発出

森
林
所
有
者

森林法に基づき、
市町村に届出
（国土利用計画法の届出
をしたときは不要）

・売買
・相続、贈与
・森林所有会社の合併 等

新たに森林の土地の所
有者となった者

土地担当

市町村の
保有情報を提供

依頼に基づく情報提供

地番ごとではなく大字単
位で、データによる入手
が可能

土地売買をした者

一定面積以上の売買（森林を含む）
・市街化区域 2,000m2以上
・その他都市計画区域5,000m2以上
・都市計画区域外 10,000m2以上

土地売買届出情報

森林簿情報
を提供

○ 森林所有者情報の共有の推進

昨年４月から他の行政が保有する森林所有者情報の利用が可能となるよう関係各省との調整を了したところ。
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